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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

  

 
(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。 

 ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

 ３ 第42期第１四半期連結累計（会計）期間及び第43期第１四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額については、四半期純損失を計上しているため記載しておりません。 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第42期第１四半期
連結累計(会計)期間

第43期第１四半期 
連結累計(会計)期間

第42期

会計期間
自 平成21年11月１日
至 平成22年１月31日

自 平成22年11月１日 
至 平成23年１月31日

自 平成21年11月１日
至 平成22年10月31日

売上高(百万円) 9,096 8,079 51,806 

経常損益（△は損失）(百万円) △ 860 △ 968 3,438 

四半期(当期)純損益(△は損失)(百万円) △ 922 △ 1,178 3,255 

純資産額(百万円) 6,206 8,258 9,799 

総資産額(百万円) 43,226 45,662 42,849 

１株当たり純資産額(円) 18.85 78.47 108.77 

１株当たり四半期(当期)純損益金額 
(△は損失)(円) 

△ 17.59 △ 22.00 54.01 

潜在株式調整後 
１株当たり四半期(当期)純利益金額(円) 

─ ─ 38.14 

自己資本比率(％) 14.1 17.8 22.6 

営業活動による 
キャッシュ・フロー(百万円) 

△ 3,412 △ 3,857 5,553 

投資活動による 
キャッシュ・フロー(百万円) 

△ 166 △ 222 △ 649

財務活動による 
キャッシュ・フロー(百万円) 4,029 6,576 △ 3,463

現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 
(百万円) 2,380 5,866 3,369 

従業員数(人) 1,591 1,533 1,562 
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当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容につ

いて、重要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

(1) 連結会社の状況 

 
 (注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。 

  

(2) 提出会社の状況 

 
 (注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。 

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

 平成23年１月31日現在

従業員数(人) 1,533〔423〕

 平成23年１月31日現在

従業員数(人) 1,192〔110〕

― 3 ―



第２ 【事業の状況】 

(1) 生産実績 

住宅事業及びホテル事業は、生産実績を定義することが困難であるため、ビール事業の生産実績を記

載しております。 

当第１四半期連結会計期間における生産の実績は、次のとおりであります。 

 
  
(2) 受注状況 

当社グループでは、当社の受注が大部分を占めているため、当社の受注状況を記載しております。 

当第１四半期連結会計期間における受注工事高及び施工高の状況は、次のとおりであります。 

 
 (注) １ 上記金額は全て販売価額により表示しております。 

 ２ 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更があるものについては、期中受注工事高にその

増減額を含んでおります。従って期中完成工事高にも、かかる増減額が含まれております。 

 ３ 次期繰越工事高の施工高は、未成工事支出金により手持工事高の施工高を推定したものであります。 

 ４ 期中施工高は(期中完成工事高＋次期繰越施工高－前期末繰越施工高)に一致いたします。 

 ５ 建築部門の完成工事高は、通常の営業形態として、季節的変動要因により、第１四半期連結会計期間の完成

工事高は低水準となり、第４四半期連結会計期間の完成工事高は高水準となる傾向にあります。 

 ６ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ７ 期中完成工事高は、工事完成基準に拠っております。 

  
(3) 販売実績 

当第１四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 
(注) １ セグメントの変更に伴い、前年同四半期比較については、前年同四半期実績数値を、変更後のセグメントに

組み替えて表示しております。 

２ セグメント間の取引については相殺消去しております。 

３ 総販売実績に対する割合が10％以上の相手先はありません。 

４ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

１ 【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 生産高（kl） 前年同四半期比（％）

ビール事業 332 △ 30.3

期別 部門別
期首繰越
工事高 
(百万円)

期中
受注工事

高 
(百万円)

計
(百万円)

期中完成
工事高 
(百万円)

次期繰越工事高 
(百万円) 期中

施工高 
(百万円)手持

工事高
うち施工高

（自平成21年11月１日 
至平成22年１月31日） 

前第１四半期連結会計期間

建築部門 20,452 5,828 26,281 2,964 23,316 18.2％ 4,239 5,869 

不動産部門 525 1,094 1,619 344 1,275 ─ ─ ─

計 20,977 6,923 27,901 3,308 24,592 ─ ─ ─

（自平成22年11月１日 
至平成23年１月31日） 

当第１四半期連結会計期間

建築部門 19,475 6,146 25,621 3,669 21,952 18.2％ 3,994 6,155 

不動産部門 259 542 802 184 617 ─ ─ ─

計 19,735 6,688 26,423 3,854 22,569 ─ ─ ─

セグメントの名称 金額(百万円) 前年同四半期比（％）

住宅事業 6,334 △ 2.0

ホテル事業 1,566 △ 34.4

ビール事業 178 △ 25.9

計 8,079 △ 11.2
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当第１四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。 

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

  

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び当社の関係会

社）が判断したものであります。 

(1) 業績の状況 

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、海外経済の回復と緊急経済対策などにより回復の兆

しを見せているものの、一層の円高や株価の低迷が続くなか、雇用・所得環境は改善されず、厳しい環境

で推移いたしました。 

住宅業界におきましては、住宅ローン減税、環境配慮型住宅への補助金制度、住宅エコポイント制度な

どの需要拡大政策の効果もあり、持家及び分譲部門の新設住宅着工戸数は、回復傾向にあります。 

こうした経営環境の中、当社グループは、経営資源を主力事業に集中し、高耐久、値頃感、エコロジー

をテーマとした商品開発を行うとともに、営業力・提案力を強化するための社内研修・訓練などの人材育

成に取組んでまいりました。また、収益力改善を図るため、原価低減、経費削減を積極的に推し進めてま

いりました。 

以上の結果、売上高は80億79百万円（前年同期比11.2％減）、営業損失は８億９百万円（前年同期は６

億92百万円）、経常損失は９億68百万円（前年同期は８億60百万円）、四半期純損失は11億78百万円（前

年同期は９億22百万円）となりました。 

なお、当社グループの売上高は主力事業である住宅事業において季節的変動要因により第１四半期の完

成工事高が低水準となるため、当第１四半期連結会計期間において四半期純損失を計上しております。 

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企

業会計基準第17号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企

業会計基準適用指針第20号 平成21年３月27日）の適用に伴い、当第１四半期連結会計期間より事業セグメ

ントを変更しております。そのため、前年同四半期比較については、前年同四半期実績数値を、変更後のセ

グメントに組み替えて表示しております。 

＜住宅事業＞ 

住宅事業につきましては、完成工事高は36億69百万円（前年同期比23.8％増）と増加したものの、工事

進行基準による売上高が20億26百万円（同19.2％減）と減少したこと等により、売上高は63億34百万円

（同2.0％減）、営業損失は５億99百万円（前年同期は５億88百万円）となりました。 

なお、業績の先行指標である受注状況につきましては、不動産部門は前連結会計年度末でマンションの

販売がほぼ終了したことにより前年同期比50.5％減となったものの、建築部門は前年同期比5.4％増と堅

調に推移しております。 

  
＜ホテル事業＞ 

ホテル事業につきましては、前第１四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社ホテル東

日本の決算日変更に伴い平成21年10月１日から平成22年１月31日までの４ヶ月間を連結していたこと、婚

礼需要が減少したこと等により、売上高は15億66百万円（前年同期比34.4％減）となり、営業利益は20百

万円（同74.4％減）となりました。 

  

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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＜ビール事業＞ 

ビール事業につきましては、前第１四半期連結会計期間において、連結子会社である株式会社銀河高原

ビールの決算日変更に伴い平成21年10月１日から平成22年１月31日までの４ヶ月間を連結していたこと等

により、売上高は１億78百万円（前年同期比25.9％減）、営業損失は９百万円（前年同期は10百万円）と

なりました。 

  
(2) キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は、前連結

会計年度末と比較して24億96百万円増加し58億66百万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。 

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は、38億57百万円（前年同四半期比４億44百万円増）となりました。その

主たる要因は、仕入債務の減少26億27百万円によるものであります。 

当社グループの主力事業である住宅事業においては、季節的変動要因により第１四半期の完成工事高が

低水準となり、第４四半期の完成工事高が高水準となる傾向があります。そのため、税金等調整前四半期

純損失の計上、未成工事支出金の増加、仕入債務の減少等により、第１四半期の営業活動によるキャッシ

ュ・フローは資金が減少する傾向にあります。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、２億22百万円（前年同四半期比55百万円増）となりました。その主た

る要因は、固定資産の取得による支出１億43百万円によるものであります。 

前第１四半期連結会計期間と比較して、その他の投資による支出が増加しております。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動により獲得した資金は、65億76百万円（前年同四半期比25億46百万円増）となりました。その

主たる要因は、短期借入金の純増加額75億21百万円及び長期借入金の返済額５億64百万円によるものであ

ります。 

前第１四半期連結会計期間と比較して、短期借入による資金の獲得が増加しております。 

  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。 

当社グループの主力事業である住宅業界においては、住宅取得に関する各種減税措置、住宅版エコポイ

ント制度、金利優遇政策等の支援効果により、受注、着工状況は改善しつつあるものの、当面の間、雇

用・所得環境の改善は見込み難く、厳しい状況が続くものと思われます。 

この経営環境の中、当社グループでは、高品質を維持しながらコストダウンを図った、価格競争力のあ

る商品の開発を推進しております。併せて、社内研修及び訓練により、営業力ならびに提案力を強化し、

お客様満足の向上と地域密着型営業展開に努めてまいります。 

  
(4) 研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は、12百万円であります。なお、

この金額は外部に委託した試験費用のみであり、研究開発部門における人件費及び諸経費等は含まれてお

りません。また、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更

はありません。 
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第３ 【設備の状況】 

(1) 主要な設備の状況 

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2) 設備の新設、除却等の計画 

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画した重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の

計画はありません。 
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第４ 【提出会社の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

   

② 【発行済株式】 
  

 
(注) １ Ａ種優先株式及びＢ種優先株式は、企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第８項に規定する行使価額

修正条項付新株予約権付社債券等であります。 

   ２ Ａ種優先株式の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等としての特質等 

    (1) Ａ種優先株式の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等としての特質は、次のとおりであります。 

     ① すべてのＢ種優先株式が当社に取得された場合に限り、当社はいつでもＡ種優先株式の全部または一

部を買入れることができ、Ａ種優先株式の株主は、Ａ種優先株式の全部または一部の取得を当社に請

求することができます。この取得価額は、当社普通株式の株価を基準として決定されます。なお、後

記７ Ａ種優先株式の内容（７）③に記載のとおり、当社が、時価を下回る払込金額をもって普通株

式を発行または処分する場合その他一定の場合には、取得価額について所定の調整が行われることが

あります。 

     ② 取得価額の決定の基準及び頻度 

      (ⅰ) 決定の基準 

当社の取締役会が買入れを決定した日もしくはＡ種優先株主による取得請求があった日に先立つ

60取引日の株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における当会社の普通株式の普

通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値（終値のない日数を除く。） 

      (ⅱ) 決定の頻度 

随時（当社の取締役会が買入れを決定した場合、もしくはＡ種優先株主による取得請求があった

場合） 

     ③ 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限 

      (ⅰ) 取得価額の下限 

当社の取締役会の決定による買入の場合 200円 

      (ⅱ) 取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限 

該当事項はありません。 

     ④ 提出会社の決定による優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項の有無 

       すべてのＢ種優先株式が当会社に取得された場合に限り、いつでもＡ種優先株式の全部または一部を

買入れることができる旨を定めております。 

    (2) Ａ種優先株式にかかる取得請求権の行使に関する事項についてのＡ種優先株式の所有者との間の取決め

の内容 

すべてのＢ種優先株式が当社に取得されるまでの間は、すべてのＢ種優先株主の書面による事前の承

諾がある場合を除き、Ａ種優先株主はＡ種優先株式の取得請求権を行使することはできません。 

１ 【株式等の状況】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 93,821,000 

Ａ種優先株式 10,000,000 

Ｂ種優先株式 4,000,000 

計 107,821,000 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株) 
(平成23年１月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成23年３月14日)

上場金融商品取引所 
名又は登録認可金融 
商品取引業協会名

内容

普通株式 45,964,842 同左
㈱大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード）

単元株式数 1,000株
  (注) ４

Ａ種優先株式
(注) １ 10,000,000 同左 非上場

単元株式数 1,000株
  (注) ２,５,７

Ｂ種優先株式
(注) １ 2,500,000 1,000,000 非上場

単元株式数 1,000株
  (注) ３,５,６,７

計 58,464,842 56,964,842 ― ― 
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    (3) 当社の株券の売買に関する事項についてのＡ種優先株式の所有者との間の取決めの内容 

すべてのＡ種優先株式及びＢ種優先株式が当社に取得されるまでの間は、すべてのＡ種優先株主及び

Ｂ種優先株主の書面による事前の承諾がある場合を除き、当社は普通株式を株主との合意により有償

で取得することはできません。 

   ３ Ｂ種優先株式の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等としての特質等 

    (1) Ｂ種優先株式の行使価額修正条項付新株予約権付社債券等としての特質は、次のとおりであります。 

     ① 当社は、払込期日から７年後の応答日（以下、「一斉転換基準日」と言います。）に残存するＢ種優

先株式すべてを取得し、普通株式を交付します。交付される普通株式数は、当社普通株式の株価を基

準として決定されます。 

     ② 取得価額の決定の基準及び頻度 

      (ⅰ) 決定の基準 

一斉転換基準日に先立つ45取引日に始まる30取引日の株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（ス

タンダード）等における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終

値のない日数を除く。)の90％ 

      (ⅱ) 決定の頻度 

一斉転換基準日にＢ種優先株式が残存していた場合 

     ③ 取得価額の下限及び取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限 

      (ⅰ) 取得価額の下限 

Ｂ種優先株主の不利にならないよう時価による転換としたため、上記事項に関する定めはありま

せん。 

      (ⅱ) 取得請求権の行使により交付されることとなる普通株式の株式数の上限 

Ｂ種優先株主の不利にならないよう時価による転換としたため、上記事項に関する定めはありま

せん。 

     ④ 提出会社の決定による優先株式の全部の取得を可能とする旨の条項の有無 

       払込期日の翌日以降、一斉転換基準日の前日までいつでも、Ｂ種優先株式の全部または一部を取得す

ることができる旨を定めております。 

    (2) Ｂ種優先株式にかかる取得請求権の行使に関する事項についてのＢ種優先株式の所有者との間の取決め

の内容 

上記事項に関する取決めはありません。 

    (3) 当社の株券の売買に関する事項についてのＢ種優先株式の所有者との間の取決めの内容 

すべてのＡ種優先株式及びＢ種優先株式が当社に取得されるまでの間は、すべてのＡ種優先株主及び

Ｂ種優先株主の書面による事前の承諾がある場合を除き、当社は普通株式を株主との合意により有償

で取得することはできません。 

   ４ 権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

   ５ Ａ種優先株式及びＢ種優先株式については、会社法第322条第２項による規定を定款に定めておりません。

また、議決権を有しないＡ種優先株式及びＢ種優先株式は、資金調達の多様化及び資本の増強を図ること

を目的として発行しております。 

   ６ 平成23年２月１日付で、Ｂ種優先株式の一部1,500,000株を取得及び消却いたしました。 

   ７ Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の内容は、次のとおりであります。 
  

  

(１) 剰余金の配当 

当会社は、定款第59条第１項に定める期末配当および同条第２項に定める剰余金の配当につき、Ａ種優先株式

を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)およびＡ種優先株式の登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録株式

質権者」という。)に対して、普通株主および普通株式の登録株式質権者(以下「普通登録株式質権者」とい

う。)への配当と同額の配当を行う。 

(２) 中間配当 

当会社は、定款第60条に定める中間配当を行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、

普通株主または普通登録株式質権者への配当と同額の中間配当を行う。 

(３) 残余財産の分配 

当会社は、当会社の解散に際して残余財産を分配するときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に

対して、Ａ種優先株式１株当たり200円を普通株主または普通登録株式質権者に先立って支払い、普通株式１株

当たりの残余財産分配額が200円を超える場合、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、普通株式

と同額になるまでの残余財産分配額をさらに支払う。 

(４) 議決権 

Ａ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。 

(５) 買入 

当会社は、すべてのＢ種優先株式が当会社に取得された場合に限り、いつでもＡ種優先株式の全部または一部

を買入れることができる。この買入価額は、Ａ種優先株式１株当たり、当会社の取締役会が買入れを決定した日

に先立つ60取引日の株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）(当会社が株式会社東京証券取引所

に上場した場合には株式会社東京証券取引所を指すものとし、以下「株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（ス

タンダード）等」という。)における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値

（終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。ただ

し、上記平均値が200円を下回る場合は、買入価額は、Ａ種優先株式１株当たり200円とする。 

 Ａ種優先株式の内容
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(６) 取得請求権 

①Ａ種優先株主は、平成20年11月１日以降、すべてのＢ種優先株式が当会社に取得された場合に限り、毎事業年

度においていつでも、Ａ種優先株式の全部または一部を、Ａ種優先株式１株につき下記②で定める金額(以下

「Ａ種優先株式償還請求対価」という。)を対価として取得することを当会社に請求すること(以下「Ａ種優先

株式償還請求」という。)ができる。かかるＡ種優先株式償還請求に基づく取得は、法令の定める範囲内で、

かつ、当該取得日の直前に開催された定時株主総会終結日の最終における当会社の分配可能額の２分の１相当

額から、当該定時株主総会終結日の翌日(同日を含む。)から取得日(同日を含む。)までの期間中にＡ種優先株

式の取得を既に行ったかまたは行う決定を行った分の価額および当該期間中に行われた当会社の株式(種類の

如何を問わない。)にかかる剰余金分配金額の合計額を控除した金額を限度とする。 

②「Ａ種優先株式償還請求対価」は、Ａ種優先株式償還請求のあった日に先立つ60取引日の株式会社大阪証券取

引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）等における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)

の平均値(終値のない日数を除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)とす

る。 

(７) 普通株式への取得請求権 

Ａ種優先株主は、下記の条件によりその有するＡ種優先株式の当会社の普通株式への転換(取得と引換えに当

会社の普通株式を交付することをいう。以下同じ。)を請求することができる。 

  
                         記 

  
  ①転換請求期間     平成19年11月１日から平成27年10月30日まで 

    ②当初転換価額     200円とする。 

    ③転換価額の調整 

（ⅰ）当会社がＡ種優先株式を発行後、次の(ア)から(ウ)のいずれかに該当する場合には、転換価額は、下記

の算式（以下「転換価額調整式」という。）により調整される。 

  
                         記 

 
        転換後の調整価額は円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 

(ア) 転換価額調整式で使用する時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行する場合 

(イ) 株式分割により普通株式を発行する場合 

(ウ) 転換価額調整式で使用する時価を下回る価額をもって普通株式に転換することができる株式また

は転換価額調整式で使用する時価を下回る価額の払込をもって普通株式の発行を請求できる新株

予約権または新株予約権付社債を発行する場合 

（ⅱ）合併、会社分割、株式交換、株式移転、資本の減少または普通株式の併合等により転換価額の調整を必

要とする場合には、（ⅰ）に準じて適宜調整される。 

（ⅲ）転換価額調整式で使用する時価は、上記（ⅰ）(ア)、(イ)、(ウ)の行為を行うことにつき当会社の取締

役会の決定がなされた日に先立つ60取引日の株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）等

における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を

除く。円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。 

（ⅳ）転換の効力発生日に先立つ60取引日の株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）等におけ

る当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。

円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）が②記載の当初転換価額または、

上記（ⅰ）ないし（ⅲ）により算出された転換価額を下回る場合、当該平均値を転換価額とする。ただ

し、当該転換価額は60円を下回らないものとする。 

④転換により発行すべき普通株式数 Ａ種優先株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数はＡ種優先株

主が転換請求のために提出したＡ種優先株式の発行価額の総額を転換価額で除した数とする。普通株式の数

の算出に当たって１株未満の端数が生じた場合には、会社法第234条に従う。 

⑤転換の効力発生 転換の効力は、転換請求書およびＡ種優先株式の株券が当会社または当会社の指定する者

に到着した日に発生する。 

(８) 一斉取得条項 

当会社は、転換請求期間の末日の翌日(以下「Ａ種優先株式一斉転換基準日」という。)に残存するＡ種優先株

式(なお、Ａ種優先株式一斉転換基準日の前日までに、Ａ種優先株式償還請求が行われたＡ種優先株式を除く。)

を、同日の翌営業日以降の日で別途取締役会の定める日をもってすべて取得するものとする。当会社は、Ａ種優

先株式と引換えに、Ａ種優先株式の発行価額の総額をＡ種優先株式１株当たり、転換請求期間の最終日に適用の

あった転換価額で除して得られる数の普通株式を交付する。普通株式の数の算出に当たって１株未満の端数が生

じた場合には、会社法第234条に従う。 

(９) 株式の分割または併合、募集株式の割当を受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式についての株式の分割または併合を行わない。当会社は、

Ａ種優先株主に対しては、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当て

または新株予約権無償割当ては行わない。 
  

  新規発行普通株式数×

  
既発行普通株式数＋

１株当たりの払込金額

 
調整後転換価額＝調整前転換価額×

１株当たり時価

 既発行普通株式数＋新規発行普通株式数
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(１) 剰余金の配当 

当会社は、Ｂ種優先株式を有する株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)およびＢ種優先株式の登録株式質権者

(以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。)に対して、次に定める額の期末配当金(以下「Ｂ種優先配当金」と

いう。)を金銭にて支払う。ただし、当該期末配当の基準日の属する事業年度において、下記④に定める中間配

当金(以下「Ｂ種優先中間配当金」という。)を支払ったときは、当該Ｂ種優先中間配当金を控除した額とする。 

  ①Ｂ種優先配当金 

当会社が定款第59条第１項に定める期末配当を行うときは、普通株主または普通登録株式質権者およびＡ種

優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき、その払込金額に、当該期末配

当の基準日の属する事業年度における以下に定める配当年率(以下「Ｂ種優先株式配当年率」という。)を乗

じて算出した額(ただし、平成19年10月31日を基準日とするＢ種優先配当金については、この額に、払込期

日(同日を含む。)から平成19年10月31日(同日を含む。)までの期間につき１年365日として日割計算により

算出される金額)(円位未満小数第３位まで算出し、その小数第３位を四捨五入する。)を支払う。 

「Ｂ種優先株式配当年率」は、各事業年度について、次の算式により計算される年率とする。 

・平成19年10月31日に終了する事業年度から平成21年10月31日に終了する事業年度の配当年率：7.00％ 

・平成22年10月31日に終了する事業年度から平成24年10月31日に終了する事業年度の配当年率：8.00％ 

・平成25年10月31日に終了する事業年度およびこれ以降の各事業年度の配当年率：9.00％ 

  ②累積条項 

ある事業年度に属する日を基準日とする剰余金の配当において、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権

者に対して支払う剰余金の配当の額がＢ種優先配当金の額に達しないときは、その不足額は翌事業年度以降

に累積し、累積したＢ種未払配当金(以下「Ｂ種累積未払配当金」という。)については、当該翌事業年度以

降に属する日を基準日とする剰余金の配当に際して、Ｂ種優先配当金、普通株主または普通登録株式質権者

およびＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対する剰余金の配当に先立って、Ｂ種累積未払配当金

をＢ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対して支払う。 

  ③非参加条項 

Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対しては、Ｂ種優先配当金の額を超えて剰余金の配当をしな

い。 

  ④Ｂ種優先中間配当金 

当会社が定款第60条に定める中間配当を行うときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に対し、

普通株主または普通登録株式質権者およびＡ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先

株式１株につき当該中間配当の基準日の属する事業年度に適用のあるＢ種優先株式配当年率を基準として算

定したＢ種優先配当金の額の２分の１に相当する金額を優先中間配当金として支払う。 

(２) 残余財産の分配 

当会社は、当会社の解散に際して残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株主またはＢ種優先登録株式質権者に

対して、Ｂ種優先株式１株当たり1,000円(以下「Ｂ種残余財産分配額」という。)に残余財産分配の日までの累

積未払配当相当額を加算した金額を、普通株主または普通登録株式質権者およびＡ種優先株主またはＡ種優先登

録株式質権者に先立って、支払う。 

(３) 議決権 

Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めのある場合を除き、株主総会において、議決権を有しない。ただし、Ｂ種

優先株主は、３事業年度連続してＢ種優先配当金を支払う旨の議案が定時株主総会に提出されない場合またはそ

の議案が否決された場合、当該３事業年度のうち最終事業年度に関する定時株主総会の終結のときよりＢ種累積

未払配当金相当額を含めたＢ種優先配当金の全部の支払いを受ける旨の剰余金処分議案決議がなされるときま

で、株主総会における議決権を有する。 

(４) 取得請求権 

①Ｂ種優先株主は、払込期日の翌日以降、下記(６)に定める一斉転換基準日の前日(同日を含む。)までいつで

も、Ｂ種優先株式の全部または一部を、Ｂ種優先株式１株につき下記②に定める金額(以下「Ｂ種優先株式

償還請求対価」という。)の金銭を対価として取得することを当会社に請求すること(以下「Ｂ種優先株式償

還請求」という。)ができる。かかるＢ種優先株式償還請求に基づく取得は、法令の定める範囲内で、か

つ、当該取得日の直前に開催された定時株主総会終結日の最終における当会社の分配可能額の２分の１相当

額から、当該定時株主総会終結日の翌日(同日を含む。)から取得日(同日を含む。)までの期間中にＢ種優先

株式の取得を既に行ったかまたは行う決定を行った分の価額および当該期間中に行われた当会社の株式(種

類の如何を問わない。)にかかる剰余金分配金額の合計額を控除した金額を限度とする。 

②「Ｂ種優先株式償還請求対価」は、Ｂ種優先株式１株当たり、(ⅰ)Ｂ種残余財産分配額、(ⅱ)累積未払配当

金相当額、および(ⅲ)払込金額相当額に取得日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日

(同日を含む。)から取得日の前日(同日を含む。)までの期間に対して対応する事業年度に適用されるＢ種優

先株式配当年率の利率で計算される金額(かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じること

により算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)の和とする。 

(５) 随時取得条項 

①当会社は、Ｂ種優先株式の全部または一部を、払込期日の翌日以降、下記(６)に定めるＢ種優先株式一斉転

換基準日の前日(同日を含む。)までいつでも、当会社の取締役会決議に基づき、Ｂ種優先株式１株につき、

下記②に定める金額(以下「Ｂ種優先株式随時取得対価」という。)の金銭を支払うことと引換えに、Ｂ種優

先株主またはＢ種優先登録株式質権者の意思にかかわらず、取得することができる。一部を取得するとき

は、按分比例の方法により行う。 

 Ｂ種優先株式の内容
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②「Ｂ種優先株式随時取得対価」は、Ｂ種優先株式１株当たり、(ⅰ)Ｂ種残余財産分配額、(ⅱ)払込金額相当

額に払込期日(同日を含む。)から取得日の前日(同日を含む。)までの期間に対して下記③に定める随時取得

金額算定利率の利率で計算される金額(１事業年度に満たない期間についてはかかる期間の実日数を分子と

し365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第

２位を四捨五入する。)、(ⅲ)累積未払配当金相当額、および(ⅳ)払込金額相当額に取得日の直前に開催さ

れた定時株主総会が属する事業年度の初日(同日を含む。)から取得日の前日(同日を含む。)までの期間に対

して対応する事業年度に適用されるＢ種優先株式配当年率の利率で計算される金額(かかる期間の実日数を

分子とし365を分母とする分数を乗じることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その

小数第２位を四捨五入する。)の和とする。 

③「随時取得金額算定利率」は、払込期日から４年後の応当日以降に終了する事業年度の末日まで年率

2.00％、かかる事業年度の末日の翌日以降は年率3.00％とする。 

(６) 一斉取得条項 

当会社は、払込期日から７年後の応当日(以下「Ｂ種優先株式一斉転換基準日」という。)に残存するＢ種優先

株式(なお、Ｂ種優先株式一斉転換基準日の前日までに、Ｂ種優先株式償還請求が行われたＢ種優先株式または

上記(５)に定める取得条項に基づく取得が行われたＢ種優先株式を除く。)を、Ｂ種優先株式一斉転換基準日の

翌営業日以降の日で別途取締役会で定める日をもってすべて取得するものとする。当会社は、Ｂ種優先株式の取

得と引換えに、Ｂ種優先株式１株当たり、(ⅰ)Ｂ種残余財産分配額、(ⅱ)累積未払配当金相当額、および(ⅲ)払

込金額相当額にＢ種優先株式一斉転換基準日の直前に開催された定時株主総会が属する事業年度の初日(同日を

含む。)からＢ種優先株式一斉転換基準日の前日(同日を含む。)までの期間に対して対応する事業年度に適用さ

れるＢ種優先株式配当年率の利率で計算される金額(かかる期間の実日数を分子とし365を分母とする分数を乗じ

ることにより算出した額とし、円位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。)の和を、Ｂ

種優先株式一斉転換基準日に先立つ45取引日に始まる30取引日の株式会社大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタン

ダード）等における当会社の普通株式の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を

除く。)の90％(ただし、当該価格が算定できない場合は、当会社とＢ種優先株主が別途合意する第三者機関の算

定する時価の90％とする。なお、第三者機関の指名に関する協議開始後30日以内に合意に達しない場合は、当会

社とＢ種優先株主がそれぞれ指名した第三者機関の算定する時価の平均値の90％とする。)(以下「一斉転換価

額」という。)で除して得られる数の普通株式を交付する。ただし、平均値および一斉転換価額の計算は、円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。普通株式の数の算出に当たって１株未満の端数が

生じた場合には、会社法第234条に従う。 

(７) 株式の分割または併合、募集株式の割当を受ける権利等 

当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式についての株式の分割または併合を行わない。当会社は、

Ｂ種優先株主に対しては、募集株式または募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えず、また株式無償割当て

または新株予約権無償割当ては行わない。 

(８) 優先順位 

①Ａ種優先株式にかかる残余財産の分配の順位は、普通株式に優先し、Ｂ種優先株式にかかる優先配当金の支

払いおよび残余財産の分配の順位は、Ａ種優先株式および普通株式に優先する。 

②すべてのＢ種優先株式が当会社に取得されるまでの間は、すべてのＢ種優先株主の書面による事前の承諾が

ある場合を除き、当会社はＡ種優先株式を株主との合意により有償で取得せず、またＡ種優先株主はＡ種優

先株式償還請求できない。すべてのＡ種優先株式およびＢ種優先株式が当会社に取得されるまでの間は、す

べてのＡ種優先株主およびＢ種優先株主の書面による事前の承諾がある場合を除き、当会社は普通株式を株

主との合意により有償で取得しない。 

  
(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

該当事項はありません。 

  
(4) 【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 
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(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
(注)  平成23年２月１日付でＢ種優先株式の一部1,500,000株を取得及び消却しております。 

  
(6) 【大株主の状況】 

①普通株式 

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握し

ておりません。 

②Ａ種優先株式 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

③Ｂ種優先株式 

当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。 

  

(7) 【議決権の状況】 

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できな

いため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年10月31日）に基づく株主名簿に

よる記載をしております。 

① 【発行済株式】 

平成22年10月31日現在 

 
(注) １ 単元未満株式には、当社所有の自己株式338株が含まれております。 

２ 完全議決権株式(その他)の欄には、証券保管振替機構名義の株式8,000株(議決権８個)が含まれておりま

す。 

３ Ａ種優先株式及びＢ種優先株式の内容は、１「株式等の状況」(１）株式の総数等 ② 発行済株式の注

記に記載しております。 

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
  

(百万円)

資本金残高
  

(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成22年11月１日～ 
平成23年１月31日 

─ 58,464,842 ─ 3,873 ─ 20 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 

Ａ種優先株式
10,000,000 

― ―

Ｂ種優先株式
2,500,000 

― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 
97,000 

― ―

完全議決権株式(その他) 
 普通株式 

45,612,000 
45,612 ― 

単元未満株式 
 普通株式 

255,842 
― ― 

発行済株式総数 58,464,842 ― ― 

総株主の議決権 ― 45,612 ― 
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② 【自己株式等】 

平成22年10月31日現在 

 
  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

① 普通株式 

 
(注) 大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）における株価を記載しております。 

② Ａ種優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

③ Ｂ種優先株式 

当株式は、金融商品取引所に上場されておりません。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はあり

ません。 

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式) 
東日本ハウス㈱ 

岩手県盛岡市長田町
２番20号 97,000 ─ 97,000 0.2 

計 ― 97,000 ─ 97,000 0.2 

２ 【株価の推移】

月別 平成22年11月 12月 平成23年１月

最高(円) 146 169 165 

最低(円) 120 144 154 

３ 【役員の状況】
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第５ 【経理の状況】 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成し、「建設業法施行規

則」（昭和24年建設省令第14号）に準じて記載しております。 

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第１四半期連結会計期間(平成22年11月１日から平成23年１月31日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年11月１日から平成23年１月31日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年11月

１日から平成22年１月31日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年11月１日から平成22年１月31日

まで)に係る四半期連結財務諸表、並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年11月１日から平成23年１月

31日まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年11月１日から平成23年１月31日まで)に係る四半期連

結財務諸表について、優成監査法人による四半期レビューを受けております。 

  

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年10月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 6,459 3,928

受取手形・完成工事未収入金等 1,070 1,229

未成工事支出金 375 283

販売用不動産 3,096 2,934

商品及び製品 108 72

仕掛品 20 14

原材料及び貯蔵品 386 335

繰延税金資産 1,499 1,437

その他 865 729

貸倒引当金 △4 △4

流動資産合計 13,878 10,961

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 42,809 42,733

機械、運搬具及び工具器具備品 5,747 5,613

土地 11,344 11,375

リース資産 1,059 612

建設仮勘定 24 18

減価償却累計額及び減損損失累計額 △31,921 △31,213

有形固定資産計 29,063 29,140

無形固定資産 673 695

投資その他の資産   

投資有価証券 142 161

長期貸付金 341 345

繰延税金資産 148 154

破産更生債権等 893 893

その他 1,677 1,655

貸倒引当金 △1,170 △1,170

投資その他の資産計 2,033 2,039

固定資産合計 31,771 31,876

繰延資産   

社債発行費 12 12

繰延資産合計 12 12

資産合計 45,662 42,849
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(単位：百万円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年１月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年10月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 2,612 5,224

短期借入金 8,205 684

1年内償還予定の社債 120 110

1年内返済予定の長期借入金 1,735 1,793

未払法人税等 31 154

未成工事受入金 2,101 1,469

完成工事補償引当金 246 232

賞与引当金 194 504

その他 2,063 2,458

流動負債合計 17,309 12,632

固定負債   

社債 380 390

長期借入金 15,538 16,044

繰延税金負債 47 0

退職給付引当金 1,741 1,762

役員退職慰労引当金 407 446

資産除去債務 277 －

その他 1,702 1,773

固定負債合計 20,094 20,418

負債合計 37,403 33,050

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,873 3,873

資本剰余金 20 20

利益剰余金 4,291 5,837

自己株式 △18 △18

株主資本合計 8,166 9,713

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 △1

繰延ヘッジ損益 △19 △23

評価・換算差額等合計 △17 △24

少数株主持分 109 110

純資産合計 8,258 9,799

負債純資産合計 45,662 42,849
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第１四半期連結累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年１月31日) 

売上高 ※１  9,096 ※１  8,079

売上原価 5,630 5,200

売上総利益 3,466 2,879

販売費及び一般管理費 ※２  4,159 ※２  3,688

営業損失（△） △692 △809

営業外収益   

受取利息 2 1

持分法による投資利益 2 0

賃貸料収入 － 4

その他 36 7

営業外収益合計 40 13

営業外費用   

支払利息 194 166

その他 14 7

営業外費用合計 208 173

経常損失（△） △860 △968

特別利益   

貸倒引当金戻入額 4 －

特別利益合計 4 －

特別損失   

固定資産除却損 7 1

減損損失 － 30

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 160

その他 3 0

特別損失合計 11 192

税金等調整前四半期純損失（△） △867 △1,161

法人税、住民税及び事業税 48 31

法人税等調整額 △0 △12

法人税等合計 48 18

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,179

少数株主利益又は少数株主損失（△） 7 △1

四半期純損失（△） △922 △1,178
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：百万円)

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日 
 至 平成22年１月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日 
 至 平成23年１月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △867 △1,161

減価償却費 396 332

減損損失 － 30

貸倒引当金の増減額（△は減少） △2 △0

賞与引当金の増減額（△は減少） △308 △310

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △9 14

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14 △21

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △60 △39

受取利息及び受取配当金 △2 △1

支払利息 194 166

持分法による投資損益（△は益） △2 △0

固定資産除売却損益（△は益） 7 1

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 160

売上債権の増減額（△は増加） 722 162

未成工事支出金の増減額（△は増加） △66 △92

その他のたな卸資産の増減額（△は増加） 51 △256

仕入債務の増減額（△は減少） △3,058 △2,627

未成工事受入金の増減額（△は減少） 383 632

その他 △507 △590

小計 △3,143 △3,602

利息及び配当金の受取額 2 28

利息の支払額 △193 △169

法人税等の支払額 △78 △113

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,412 △3,857

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △35 △35

定期預金の払戻による収入 0 0

有形及び無形固定資産の取得による支出 △139 △143

有形及び無形固定資産の売却による収入 － 0

貸付金の回収による収入 1 0

その他 6 △45

投資活動によるキャッシュ・フロー △166 △222

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 5,031 7,521

長期借入れによる収入 48 －

長期借入金の返済による支出 △1,282 △564

セールアンドリースバックによる収入 65 －

リース債務の返済による支出 △34 △58

社債の発行による収入 486 48

社債の償還による支出 － △50

配当金の支払額 △284 △320

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー 4,029 6,576

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 450 2,496

現金及び現金同等物の期首残高 1,929 3,369

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,380 ※  5,866
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【継続企業の前提に関する事項】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日） 

該当事項はありません。 

  
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】 

 
  

【表示方法の変更】 

 
  

【簡便な会計処理】 

 
  

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

当第１四半期連結会計期間（自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日） 

該当事項はありません。 

 
当第１四半期連結会計期間

(自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日)

会計処理基準に関する事

項の変更 

１ 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しておりま

す。 

これにより、営業損失及び経常損失は７百万円増加し、税金等調整前四半期純

損失は１億67百万円増加しております。また、当会計基準等の適用開始による資

産除去債務の変動額は３億１百万円であります。 

２ 「持分法に関する会計基準」及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する当

面の取扱い」の適用 

当第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準

第16号 平成20年3月10日公表分）及び「持分法適用関連会社の会計処理に関する

当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年3月10日）を適用しております。 

なお、これによる、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響はあ

りません。 

当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日)

（四半期連結損益計算書） 

１ 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第5号）の適

用により、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純損失」の科目で表示しております。 

２ 前第１四半期連結累計期間において、営業外収益の「その他」に含めて表示していた「賃貸料収入」は、営業

外収益総額の100分の20を超えたため、当第１四半期連結累計期間においては、区分掲記しております。なお、

前第１四半期連結累計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「賃貸料収入」は、５百万円であります。 

 当第１四半期連結会計期間
(自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日)

１ 貸倒見積高を算定す 

 る方法 

 一般債権の貸倒実績高の算定については、前連結会計年度末に算定した値と著し

い変化がないと認められるため、前連結会計年度において算定した貸倒実績率に基

づき計上しております。 

 
２ 固定資産の減価償却 

 費の算定方法 

 

 定率法による減価償却費の方法を採用している固定資産の減価償却費について

は、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間接分して計上しております。 

 
３ 法人税等並びに繰延 

 税金資産及び繰延税金 

 負債の算定方法 

 繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降において業

績及び一時差異の発生に著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度にお

いて使用した将来の業績予測に基づいております。 
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【追加情報】 

 
  

【注記事項】 

(四半期連結貸借対照表関係) 

 
  

(四半期連結損益計算書関係) 

 
  

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
  

当第１四半期連結会計期間
(自  平成22年11月１日  至  平成23年１月31日)

（有形固定資産の耐用年数の変更） 

当社のモデルハウスの使用状況の精査を行ったところ、より長期化する傾向にあったことから、この実態を勘案

し、当第１四半期連結会計期間より、リース資産の一部（モデルハウス）の耐用年数を従来の４年から６年に変更

しております。 

これにより、営業損失、経常損失ならびに税金等調整前四半期純損失は18百万円減少しております。 

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年１月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年10月31日)

  保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の融

資等について保証を行っております。 

 
 なお住宅購入者等に係る保証の大半は、保証会

社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証

であります。 

住宅購入者等 2,326百万円

その他 0 

計 2,327 

  保証債務 

 下記の住宅購入者その他に対する金融機関の融

資等について保証を行っております。 

 
 なお住宅購入者等に係る保証の大半は、保証会

社が金融機関に対し保証を行うまでのつなぎ保証

であります。 

住宅購入者等 3,968百万円

その他 1 

計 3,970 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日  
  至 平成22年１月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日  
  至 平成23年１月31日)

※１ 当社グループは、通常の営業形態として、季節的

変動要因により、第１四半期連結会計期間の完成

工事高は低水準となり、第４四半期連結会計期間

の完成工事高は高水準となる傾向にあります。  

※１         同左 

※２ 販管費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

す。 

 

従業員給料手当 1,432百万円

賞与引当金繰入額 138 

役員退職慰労引当金繰入額 16 

退職給付費用 52 

※２ 販管費及び一般管理費の主な内訳は次のとおりで

す。 

 

従業員給料手当 1,263百万円

賞与引当金繰入額 132 

役員退職慰労引当金繰入額 12 

退職給付費用 46 

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日  
  至 平成22年１月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日  
  至 平成23年１月31日)

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年１月31日現在) 

   

現金預金勘定 3,004百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 197

担保差入定期預金 △ 390

別段預金 △ 36

現金及び現金同等物 2,380 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年１月31日現在) 

現金預金勘定 6,459百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △ 167

担保差入定期預金 △ 390

別段預金 △ 36

現金及び現金同等物 5,866 
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(株主資本等関係) 

当第１四半期連結会計期間末(平成23年１月31日)及び当第１四半期連結累計期間(自 平成22年11月１日

至 平成23年１月31日) 

１ 発行済株式に関する事項 

 
  

２ 自己株式に関する事項 

 
  

３ 配当に関する事項 

 配当金支払額 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 45,964,842 

Ａ種優先株式(株) 10,000,000 

Ｂ種優先株式(株) 2,500,000 

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 97,588 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年１月27日 
定時株主総会 

普通株式 137 3 平成22年10月31日 平成23年１月28日 利益剰余金

平成23年１月27日 
定時株主総会 

Ａ種優先株式 30 3 平成22年10月31日 平成23年１月28日 利益剰余金

平成23年１月27日 
定時株主総会 

Ｂ種優先株式 200 80 平成22年10月31日 平成23年１月28日 利益剰余金
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(セグメント情報等) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年11月１日 至 平成22年１月31日)  （単位：百万円） 

 
(注) １．事業区分の方法 

  事業区分は事業の種類、販売市場等を考慮して決定しており、事業区分毎の主な内容は次のとおりでありま

す。 

 
   ２．会計処理の方法の変更 

  （完成工事高及び完成工事原価の計上基準） 

   当第１四半期連結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27

日）及び「工事契約に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を

適用しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて住宅事業に係る売上高は2,506百万

円増加し、営業損失は684百万円減少しております。 

  
【所在地別セグメント情報】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年11月１日 至 平成22年１月31日) 

在外連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。 

  
【海外売上高】 

前第１四半期連結累計期間(自 平成21年11月１日 至 平成22年１月31日) 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  
【セグメント情報】 

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能

であり、取締役会が経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。 

当社グループは、当社、主として当社の事業をサポートする連結子会社、独自の事業を展開する連

結子会社により構成されており、当社の収益を中心とする「住宅事業」、連結子会社の収益を中心と

する「ホテル事業」及び「ビール事業」の３つを報告セグメントとしております。 

「住宅事業」は、戸建及び集合住宅の請負建築工事、リフォームの請負工事、分譲住宅及び住宅用

宅地の販売等を行っております。「ホテル事業」は、ホテル及びレストラン等の運営を行っておりま

す。「ビール事業」は、ビールの製造及び販売を行っております。 

  

 住宅事業 ホテル事業 その他事業 計 消去又は全社 連結

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 6,448 2,389 258 9,096 ─ 9,096 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

4 23 5 33 （33） ─

計 6,453 2,412 263 9,129 （33） 9,096 

営業利益又は営業損失(△) △ 594 80 △ 4 △ 518 （174） △ 692

住宅事業 一般住宅、集合住宅の請負建築工事、建売住宅、住宅用宅地の販売、住宅
部材の製造販売、不動産売買等

ホテル事業 ホテル業、レストランの経営、披露宴・パーティー等の請負に関する事業

その他事業 オフィスビルの賃貸等、ビールの製造・販売、他
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日)  （単位：百万円） 

 
(注) １．セグメント利益又は損失の調整額△220百万円には、セグメント間取引消去△17百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△203百万円が含まれております。全社費用は、報告セグメントに帰属しない一

般管理費であります。 

   ２．セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  
（追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17

号 平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号 平成21年３月27日）を適用しております。 

  
(金融商品関係) 

当第１四半期連結会計期間末（平成23年１月31日） 

「支払手形・工事未払金等」及び「短期借入金」は、企業集団の事業の運営において重要なものであ

り、かつ、前連結会計年度末の末日に比べて著しい変動が認められます。 

（単位：百万円） 

 
  

前連結会計年度末（平成22年10月31日） 

（単位：百万円） 

 
(注) 金融商品の時価の算定方法 

・「支払手形・工事未払金等」及び「短期借入金」 

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。 

 住宅事業 ホテル事業 ビール事業
調整額 
(注）１

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注）２

売上高   

(1) 外部顧客に対する 
  売上高 6,334 1,566 178 ― 8,079 

(2) セグメント間の内部 
  売上高又は振替高

― 18 3 △ 21 ―

計 6,334 1,585 181 △ 21 8,079 

セグメント利益又は損失(△) △ 599 20 △ 9 △ 220 △ 809

科目 四半期連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）支払手形・工事未払金等 2,612 2,612 ―

（2）短期借入金 8,205 8,205 ―

科目 連結貸借対照表計上額 時価 差額

（1）支払手形・工事未払金等 5,224 5,224 ―

（2）短期借入金 684 684 ―
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(１株当たり情報) 

１  １株当たり純資産額 

 
  
２  １株当たり四半期純損失金額等 

 
  

(注)  １株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎 

 
 （注） Ｂ種優先株式に係る累積未払配当金額であります。 

  
(重要な後発事象) 

１ Ｂ種優先株式の取得及び消却 
下記のとおり当社Ｂ種優先株式の一部を取得（随時取得条項付株式を取得することの引換えに、

金銭を交付することをいう。以下同じ）及び消却いたしました。 
① 取得価格 

１株につき、1,100円 20銭 
（ご参考） 
当社定款の定めに従い、Ｂ種残余財産分配額である１株当り1,000円に随時取得金額算定利

率の利率（年率2.00％）で計算された金額ならびに経過配当額を加算した金額。 
② 取得の相手方、株式数及び金額 

相手方             ＭＨメザニン投資事業有限責任組合 
取得株式数              1,500,000株 
取得価額             1,650,300,000円 

③ 取得及び消却の日程 
取得日            平成23年２月１日 
消却日            平成23年２月１日 

④ 消却後の発行済Ｂ種優先株式数 
消却前発行済株式数          2,500,000株 

（平成23年１月31日現在） 
今回消却株式数            1,500,000株 
消却後の発行済株式数        1,000,000株 

  

当第１四半期連結会計期間末 
(平成23年１月31日)

前連結会計年度末 
(平成22年10月31日)

  

１株当たり純資産額 78円47銭
 

１株当たり純資産額 108円77銭

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年11月１日  
  至 平成22年１月31日)

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年11月１日  
  至 平成23年１月31日)

１株当たり四半期純損失金額（△） △ 17円59銭

  
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、四半期純損失を計上しているため記載しておりませ
ん。 

 

１株当たり四半期純損失金額（△） △ 22円00銭

 
潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額について
は、四半期純損失を計上しているため記載しておりませ
ん。 

 
前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年11月１日 
  至 平成22年１月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年11月１日 
  至 平成23年１月31日)

四半期純損失（△）(百万円) △ 922 △ 1,178

普通株主及び普通株主と同等の株主 
に帰属しない金額 （百万円）     （注） 60 50 

普通株式及び普通株式と同等の株式 
に係る四半期純損失（△） （百万円） 

△ 982 △ 1,228

普通株式及び普通株式と同等の株式 
の期中平均株式数の種類別の内訳 

       普通株式   （株） 45,873,565 45,867,349 

       Ａ種優先株式 （株） 10,000,000 10,000,000 

普通株式及び普通株式と同等の株式 
の期中平均株式数(株) 55,873,565 55,867,349 
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２ 東北地方太平洋沖地震の影響について 
平成23年3月11日に発生いたしました「東北地方太平洋沖地震」により、東北地方及び関東地方

で営業している当社の支店、営業所並びにグループ会社において、器物の落下等による破損等の被
害が発生しておりますが、これらの地震による損害の程度及び業績に与える影響等につきましては
現在調査中であります。 

  

(リース取引関係) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

２【その他】
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 
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平成22年３月16日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

日本ハウス株式会社の平成21年11月１日から平成22年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成21年11月１日から平成22年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21年11月１日から平

成22年１月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平

成22年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 
  

追記情報 

四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更２に記載のとおり、会社は第１四半期連

結会計期間より「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約

に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を適用している。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

優成監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  加 藤 善 孝  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  須 永 真 樹  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮 崎   哲  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



  
平成23年３月14日

東日本ハウス株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  
 

  
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東

日本ハウス株式会社の平成22年11月１日から平成23年10月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期

間（平成22年11月１日から平成23年１月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年11月１日から平

成23年１月31日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算

書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東日本ハウス株式会社及び連結子会社の平

成23年１月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 
  

追記情報 

１．重要な後発事象１に記載されているとおり、会社は、平成23年２月１日付でＢ種優先株式の一部につ

いて取得及び消却している。 

２．重要な後発事象２に、東北地方太平洋沖地震の影響について記載されている。 

３．四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載のとおり、会社は、当第１四

半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３

月31日）を適用している。 

  
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以 上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

優成監査法人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  加 藤 善 孝  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  須 永 真 樹  印 

指定社員 
業務執行社員

公認会計士  宮 崎   哲  印 

(注) １ 上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。 

２ 四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。 

 



 
  

【表紙】 

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 東北財務局長 

【提出日】 平成23年３月14日 

【会社名】 東日本ハウス株式会社 

【英訳名】 HIGASHI NIHON HOUSE CO., LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 成 田 和 幸 

【最高財務責任者の役職氏名】 取締役経理・財務担当 青 苅 雅 肥 

【本店の所在の場所】 岩手県盛岡市長田町２番20号 

 (注)上記は登記上の本店所在地であり、実際の本社業務は 

  下記の場所で行っております。 

東京都千代田区飯田橋四丁目３番８ 東日本飯田橋ビル 

 
【縦覧に供する場所】 東日本ハウス株式会社 札幌支店 

  (北海道札幌市西区二四軒三条四丁目１番８号) 

 東日本ハウス株式会社 埼玉支店 

 (埼玉県さいたま市北区土呂町二丁目22番地９) 

 東日本ハウス株式会社 横浜支店 

  (神奈川県横浜市神奈川区鶴屋町三丁目33番地８) 

 東日本ハウス株式会社 名古屋支店 

  (愛知県名古屋市中区千代田五丁目11番35号) 

 株式会社大阪証券取引所 

  (大阪府大阪市中央区北浜一丁目８番16号) 



当社代表取締役社長 成田 和幸及び当社最高財務責任者 青苅 雅肥は、当社の第43期第１四半期

(自 平成22年11月１日 至 平成23年１月31日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき

適正に記載されていることを確認いたしました。 

  

特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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